
青森県「青森新時代」への架け橋資金特別保証融資制度取扱要領 

 

 この要領は、青森県「青森新時代」への架け橋資金特別保証融資制度要綱（以下「要綱」という。」）の

取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

１ 融資対象者等の定義 

(1) 要綱２の「中小企業者」とは、中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条第１項に規

定するものをいう。 

(2) 要綱２(1)②における借換資金の融資対象は、要綱２(1)②における融資実行後５年未満の中小企業者

で、当該借入金の借換を必要とするものに限る。 

(3) 要綱２(2)の「法令等に基づく認定又は国や県等による補助等の採択を受けた事業」とは、次のいず

れかに該当するものをいう。 

① 法律の規定により行政庁の認定（承認を含む。）を受けた事業計画に基づいて行う事業 

（例：経営革新計画、農商工等連携事業計画、地域経済牽引事業計画） 

② 法律の規定により行政庁の認定を受けた事業計画の区域又は施設内において取り組む、計画の趣旨

に沿って行う事業 

③ 県が推進する登録事業等に係る要綱等に基づいて認定又は登録を受けた中小企業者が、当該事業の

趣旨に沿って行う事業（例：健康経営優良法人認定制度、環境認証取得又は省エネルギー診断制度等） 

④ 国や県等が実施する補助等事業（助成、投資を含む。）や、行政庁から委託を受けた財団法人等が

実施する補助等事業において採択等された計画事業（例：新事業展開等促進補助事業、中小企業診断

士、税理士、インキュベーション・マネジャー等の専門家派遣事業による生産性向上のための助言等

に基づき設備の導入を行う事業） 

(4) 要綱２(3)①の「新商品等の開発」とは、新商品、新役務又は新技術等の開発をいう。また、事業化

を行うための取組も対象とする。個々の中小企業者にとって新規性が認められれば、既に他社において

採用されている取組でも原則として対象とする。ただし、同業他社の取組状況（地域性の高いものは同

一地域内での状況）を判断し、既に相当程度普及しているものは対象外とする。また、当該取組により

売上又は利益の向上が見込まれ、そのことが収支計画等により確認できるものとする。 

「新分野進出」とは、日本標準産業分類において細分類の業種区分の事業への進出計画をいう。ただ

し、農林水産業等の信用保証協会の保証対象外業種区分の事業は対象としない。 

(5) 要綱２(3)②の「ＤＸ推進・生産性向上を図る取組」のうち「ＤＸを推進する取組」とは、データや

デジタル技術を活用した設備・システム導入、研究開発・事業展開により、ビジネスモデルや企業文

化・風土等の変革又は付加価値の創出を図るものをいう。「ＤＸ推進・生産性向上を図る取組」のう

ち「生産性向上を図る取組」とは、次のいずれかに該当する先端設備又は生産ラインやオペレーショ

ンの改善に資する設備の導入を行うもの又はそれに準じたものをいう。 

① 生産、加工、試験、測定、搬送等に関する生産性向上設備を導入し、生産ラインやオペレーション

の改善を図るもの 

② 販売又は役務の提供等に関する生産性向上設備を導入し、付加価値や業務効率の向上を図るもの 

(6) 要綱２(3)③の「ＧＸを推進する取組」とは、カーボンニュートラルの実現に資する設備導入、研究

開発・事業展開等により、付加価値の創出を図るものをいう。なお、再生可能エネルギー発電設備の

導入に係る事業も含む。再生可能エネルギー発電設備とは、再生可能エネルギー電気の利用の促進に

関する特別措置法（平成 23 年 8 月 30 日法律第 108 号）第２条第２項に規定する設備をいう。（ただ

し、水力発電設備は出力が３万キロワット以下のものに限る。） 

(7) 要綱２(3)④の「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に資する取組」とは、青森県基本計画「青森新時

代」への架け橋に示される、次の「ＳＤＧｓの８つの優先課題」と関連性の高い取組のいずれかに該

当するもの又はそれに準じたものをいう。 

① あらゆる人々が活躍する社会、ジェンダー平等の実現 

   （例：働き方改革・女性活躍推進、ダイバーシティ・バリアフリーの推進 等） 

② 健康・長寿の達成 

（例：県民の健康づくりの推進 等） 



③ 成長市場の創出、地域活性化、科学技術イノベーション 

（例：成長産業分野における新事業の展開 等） 

④ 持続可能で強靭な国土と質の高いインフラの整備 

（例：災害や危機に強い地域づくり、質の高いインフラ整備 等） 

⑤ 省・再生可能エネルギー、防災・気候変動対策、循環型社会 

（例：低炭素・循環型社会づくり、食品廃棄物の削減 等） 

⑥ 生物多様性、森林・海洋等の環境の保全 

（例：自然と共生する環境づくり、森林・海洋等の環境の保全 等） 

⑦ 平和と安全・安心社会の実現 

（例：安心して子供を産み育てられる環境・安全安心な生活環境づくり 等） 

⑧ ＳＤＧｓ実施推進の体制と手段 

（例：ＳＤＧｓを推進するための人材育成 等） 

(8) 要綱２(3)⑤の「労働力確保（賃上げ）・仕事と子育ての両立に資する取組」とは、リスキリングや

人材育成、新規人材確保のための採用活動、賃上げ、労働者の育児休業等の取得を促進するための取組、

労働者の業務負担の軽減や所定外労働時間の削減等を図るための取組、労働者の子育て環境の整備等を

いう。なお、賃上げについては、地域別最低賃金の改定額に対応して事業場内最低賃金を引上げる場合

は対象としない。 

(9) 要綱２(3)⑥の「物流の効率化を図る取組」とは、業務効率化を図る次のいずれかに該当するものを

いう。 

① 設備導入や物流拠点の建設 

② 労働時間短縮や予約受付のためのシステム構築・導入 

③ 上記以外で物流課題の解決に向け、業務効率化を図るもの 

(10) 要綱５(1)の「みなし創業者」とは、事業を営んでいない個人が、新たに事業を開始するもの又は新

たに会社を設立し事業を開始するものをいう。 

(11) 要綱１に定める目的に沿うものと認められないものについては、融資対象から除外する（例：主た

る収入が給与所得、役員報酬又は年金等である者が行う一般居住用の賃貸住宅に係る事業）。 

 

２ 経営力向上割引 

（融資条件） 

(1) 要綱３(1)における「割引適用要件」とは、融資を受けた者が、試算表及び資金繰り表（以下「試算

表等」という。）を四半期毎に、各四半期の翌月末までに取扱金融機関に対して提出することをいう。

（ただし、取扱金融機関の求めに応じて速やかに提出する場合を含むこととする。） 

（割引適用除外） 

(2) 要綱３(1)の「割引適用要件を欠くに至った」場合とは、(1)による試算表等の提出を怠った場合（取

扱金融機関が看過できない程度に提出が遅延した場合を含む。）及び提出した試算表等の内容に疑義が

あり、金融機関の指導に従わない場合をいう。 

(3) (2)の場合には、金融機関の判断により、要綱３(1)により、割引適用を除外するものとする。 

 

３ 報告 

(1) 信用保証協会は、毎月の保証状況について別紙様式により翌月の１０日までに県に報告するものとす

る。 

(2) 信用保証協会は、保証料の補助（又は補給）を実施する市町村に係る毎月の保証状況について、翌月

の１０日までに当該市町村に報告するものとする。   



（別紙様式） 

令和  年  月  日 

 

 青森県経済産業政策課長 殿 

青森県信用保証協会 

 会長            

 

青森県「青森新時代」への架け橋資金特別保証融資制度の 

  保証状況について 

 

 このことについて、青森県「青森新時代」への架け橋資金特別保証融資制度要綱８及び取扱要領３の規定

により、下記のとおり報告します。 

記 

（単位：千円、％） 

 

 融 資 名 

 

前月までの累計 （  ）月の実績     計   Ａ  

融 資 枠 

Ｂ 

 

達 成 率 

Ａ÷Ｂ 
件数  金 額 件数  金 額 件数  金 額 

「青森新時代」への

架け橋資金 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うち要綱２(1)①       

うち要綱２(1)②       

うち要綱２(2)       

うち要綱２(3)①       

うち要綱２(3)②       

うち要綱２(3)③       

うち要綱２(3)④       

うち要綱２(3)⑤       

うち要綱２(3)⑥       

うち要綱２(4)①       

うち要綱２(4)②       

うち要綱２(4)③       

うち要綱２(4)④       

うち要綱２(4)⑤       

うち要綱２(5)       

 

 

 

  （再 掲）  

前月までの累計 （  ）月の実績     計     

備 考 件数  金 額 件数  金 額 件数  金 額 

保証料の補助（又は

補給）を実施する市

町村の補助対象 

       

 

（添付資料） 

 事業実施計画書（要綱様式第１号）等の写し及びこれを証する書類の写し 


